
平成 23 年度税制改正（租税特別措置）要望事項（新設・拡充・延長） 

（国土交通省） 

制 度 名 大都市圏の新たな政策区域に係る事業用資産の買換特例措置の創設 

税 目 所得税 

要 

望 

の 

内 

容 

 
新たな大都市圏政策を推進するため、国際競争力の強化に資する業務・商業

等の都市機能の集積を促す下記の税制特例の創設 
 

① 大都市圏戦略基本法（仮称）に位置付けられる戦略市街地及び戦略核都市の
うち、緊急かつ重点的に都市機能を集積・高度化すべき区域（都市再生緊急
整備地域等）に係る特定の事業用資産の買換特例 
対象：業務・商業等機能の用に供する土地・建物 
内容：譲渡益の一部（80％） 

② 工業団地造成事業敷地に係る特定の事業用資産の買換特例 
対象：工業等機能の用に供する土地・建物 
内容：譲渡益の一部（80％） 

 

平年度の減収見込額
（制度自体の減収額） 

① ▲643 百万円 

   （－百万円）       

② ▲－ 百万円  

   （－百万円） 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

これまでの大都市圏政策は、高度経済成長期に既成市街地への人口・産
業の過度な集中を抑制する観点から市街地及び都市圏を拡大してきたが、
今後は、国際競争力の強化に資する都市機能の効率的集積及び人口減少・
少子高齢化に対応した郊外市街地のコンパクト化へ向けた都市構造の再編
へ、大きく方向転換を図ることが必要である。そのため、今後の大都市圏
政策の推進にあたっては、新たな政策区域に地域の個性を生かした都市機
能の効率的な集積を促進し大都市圏の国際競争力の強化に資するととも
に、大都市圏全体の秩序ある発展を目指すものである。 

①：戦略市街地及び戦略核都市のうち、緊急かつ重点的に都市機能を集積・高
度化すべき区域（都市再生緊急整備地域等）に係る特定の事業用資産の買
換特例 

戦略区域内において、我が国の国際競争力強化に資することを目的に、
戦略市街地及び戦略核都市のうち緊急かつ重点的に都市機能を集積・高度
化すべき区域（都市再生緊急整備地域等）へ業務・商業等の効率的な集積
を図るため税制上のインセンティブを事業者に提供し、戦略市街地及び戦
略核都市の発展を図るとともに、大都市圏全体で国際競争力の強化を支え
る都市圏構造の再編に寄与することを目的とする。 

②：工業団地造成事業敷地に係る特定の事業用資産の買換特例 

都市計画事業として位置づけられた工業団地造成事業に工業等の機能を
適正に集積するための税制上のインセンティブを事業者に提供し、工業団
地へ工業等の機能が高度に集積した効率的な都市圏構造の再編に資するこ
とを目的とする。 

⑵ 施策の必要性 

新たな大都市圏政策の推進にあたっては、戦略市街地や戦略核都市のう
ち、緊急かつ重点的に都市機能を集積・高度化すべき区域（都市再生緊急
整備地域等）等に、国際競争力の強化に資する業務・商業等の都市機能の
集積を図り、効率のよい都市構造を目指すものである。そのため本施策
は、事業者に税制上のインセンティブを与えることで都市機能の集積・移
転を促進し、国の成長を牽引するエンジンとなる大都市圏としての発展を
図る観点から非常に重要である。 



今

回

の

要

望

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

政策目標７ ：都市再生・地域再生等の推進 
施策目標２６：都市再生・地域再生を推進する 

政 策 の 

達成目標 

戦略核都市のうち、緊急かつ重点的に都市機能を集積・高度
化すべき区域（都市再生緊急整備地域等）における業務・商業
等機能の集積度合いが、戦略区域全体よりも安定的に上回るこ
とを目標とする。 
具体的には、経済センサス－基礎調査により算出された事業

所数及び従業者数の伸び率について、緊急かつ重点的に都市機
能を集積・高度化すべき区域（都市再生緊急整備地域等）が位
置する市域等における伸び率を当該区域を除く戦略区域の市域
等における伸び率で除した数値が、1 を安定的に上回ることを目
標とするものである。 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

５年間 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

政策の達成目標に同じ 

政策目標の

達 成 状 況 
該当なし 

有 

効 

性 
要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
【適用件数見込み】 
①：１７件  
②： －件  

 
 大都市圏は、高度経済成長期より市街地及び都市圏を拡大し
てきたが、今後は効率的な都市構造の再編のため、都市機能を
戦略市街地及び戦略核都市へ集積することが不可欠であり、本
特例により民間事業者に移転の際のインセンティブを提供する
ことで、大都市圏における過年度の企業立地動向等から勘案し
て相当程度の適用件数が見込まれる。また、新産業の立地を促
進する工業団地は 14 カ所 223ha の未処分用地を抱えており、地
方公共団体が工業団地へ企業を誘致する際、本特例が事業者の
新規投資意欲を促進する重要なインセンティブとるため、本特
例による支援は非常に有効である。 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

激化する国際都市間の競争に勝ち抜くべく、本特例措置は、
民間事業者に対し、各政策区域へ都市機能を移転する際の税制
上のインセンティブを提供することで大都市圏の国際競争力の
強化を図るものであり、本特例の措置により、各政策区域への
集積に向け早期の達成が可能となる。 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の支援

措 置 

各圏域に広がった国際競争力の強化に資する機能を、移転・
集積させるための税制特例は本特例のみである。 
（法人税についても同様の買換特例措置を要望） 



予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

該当なし 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

該当なし 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 本特例は、戦略核都市等のうち、緊急かつ重点的に都市機能
を集積・高度化すべき区域（都市再生緊急整備地域等）に限定
し、事業用資産の買い換えを対象として機能の集積を図るもの
であり、買い換えを行う民間事業者に直接に届く税制上のイン
センティブを与え、企業の新規投資意欲の促進に寄与するもの
である。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関

連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

該当なし 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

該当なし 

前回要望時 

の達成目標 
該当なし 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

該当なし 

これまでの 

要 望 経 緯 
該当なし 



平成 23 年度税制改正（租税特別措置）要望事項（新設・拡充・延長） 

（国土交通省） 

制 度 名 大都市圏の新たな政策区域に係る事業用資産の買換特例措置の創設 

税 目 法人税 

要 

望 

の 

内 

容 

 
新たな大都市圏政策を推進するため、国際競争力の強化に資する業務・商業

等の都市機能の集積を促す下記の税制特例の創設 
 

③ 大都市圏戦略基本法（仮称）に位置付けられる戦略市街地及び戦略核都市の
うち、緊急かつ重点的に都市機能を集積・高度化すべき区域（都市再生緊急
整備地域等）に係る特定の事業用資産の買換特例 
対象：業務・商業等機能の用に供する土地・建物 
内容：譲渡益の一部（80％） 

④ 工業団地造成事業敷地に係る特定の事業用資産の買換特例 
対象：工業等機能の用に供する土地・建物 
内容：譲渡益の一部（80％） 

 

平年度の減収見込額
（制度自体の減収額） 

① ▲1,739 百万円 

    （－百万円）       

② ▲ 703 百万円  

    （－百万円） 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

これまでの大都市圏政策は、高度経済成長期に既成市街地への人口・産
業の過度な集中を抑制する観点から市街地及び都市圏を拡大してきたが、
今後は、国際競争力の強化に資する都市機能の効率的集積及び人口減少・
少子高齢化に対応した郊外市街地のコンパクト化へ向けた都市構造の再編
へ、大きく方向転換を図ることが必要である。そのため、今後の大都市圏
政策の推進にあたっては、新たな政策区域に地域の個性を生かした都市機
能の効率的な集積を促進し大都市圏の国際競争力の強化に資するととも
に、大都市圏全体の秩序ある発展を目指すものである。 

①：戦略市街地及び戦略核都市のうち、緊急かつ重点的に都市機能を集積・高
度化すべき区域（都市再生緊急整備地域等）に係る特定の事業用資産の買
換特例 

戦略区域内において、我が国の国際競争力強化に資することを目的に、
戦略市街地及び戦略核都市のうち緊急かつ重点的に都市機能を集積・高度
化すべき区域（都市再生緊急整備地域等）へ業務・商業等の効率的な集積
を図るため税制上のインセンティブを事業者に提供し、戦略市街地及び戦
略核都市の発展を図るとともに、大都市圏全体で国際競争力の強化を支え
る都市圏構造の再編に寄与することを目的とする。 

②：工業団地造成事業敷地に係る特定の事業用資産の買換特例 

都市計画事業として位置づけられた工業団地造成事業に工業等の機能を
適正に集積するための税制上のインセンティブを事業者に提供し、工業団
地へ工業等の機能が高度に集積した効率的な都市圏構造の再編に資するこ
とを目的とする。 

⑵ 施策の必要性 

新たな大都市圏政策の推進にあたっては、戦略市街地や戦略核都市のう
ち、緊急かつ重点的に都市機能を集積・高度化すべき区域（都市再生緊急
整備地域等）等に、国際競争力の強化に資する業務・商業等の都市機能の
集積を図り、効率のよい都市構造を目指すものである。そのため本施策
は、事業者に税制上のインセンティブを与えることで都市機能の集積・移
転を促進し、国の成長を牽引するエンジンとなる大都市圏としての発展を
図る観点から非常に重要である。 



今

回

の

要

望

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

政策目標７ ：都市再生・地域再生等の推進 
施策目標２６：都市再生・地域再生を推進する 

政 策 の 

達成目標 

戦略核都市のうち、緊急かつ重点的に都市機能を集積・高度
化すべき区域（都市再生緊急整備地域等）における業務・商業
等機能の集積度合いが、戦略区域全体よりも安定的に上回るこ
とを目標とする。 
具体的には、経済センサス－基礎調査により算出された事業

所数及び従業者数の伸び率について、緊急かつ重点的に都市機
能を集積・高度化すべき区域（都市再生緊急整備地域等）が位
置する市域等における伸び率を当該区域を除く戦略区域の市域
等における伸び率で除した数値が、1 を安定的に上回ることを目
標とするものである。 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

５年間 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

政策の達成目標に同じ 

政策目標の

達 成 状 況 
該当なし 

有 

効 

性 
要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
【適用件数見込み】 
①：２３件  
②： ５件  

 
 大都市圏は、高度経済成長期より市街地及び都市圏を拡大し
てきたが、今後は効率的な都市構造の再編のため、都市機能を
戦略市街地及び戦略核都市へ集積することが不可欠であり、本
特例により民間事業者に移転の際のインセンティブを提供する
ことで、大都市圏における過年度の企業立地動向等から勘案し
て相当程度の適用件数が見込まれる。また、新産業の立地を促
進する工業団地は 14 カ所 223ha の未処分用地を抱えており、地
方公共団体が工業団地へ企業を誘致する際、本特例が事業者の
新規投資意欲を促進する重要なインセンティブとるため、本特
例による支援は非常に有効である。 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

激化する国際都市間の競争に勝ち抜くべく、本特例措置は、
民間事業者に対し、各政策区域へ都市機能を移転する際の税制
上のインセンティブを提供することで大都市圏の国際競争力の
強化を図るものであり、本特例の措置により、各政策区域への
集積に向け早期の達成が可能となる。 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の支援

措 置 

各圏域に広がった国際競争力の強化に資する機能を、移転・
集積させるための税制特例は本特例のみである。 
（所得税についても同様の買換特例措置を要望） 



予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

該当なし 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

該当なし 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 本特例は、戦略核都市等のうち、緊急かつ重点的に都市機能
を集積・高度化すべき区域（都市再生緊急整備地域等）に限定
し、事業用資産の買い換えを対象として機能の集積を図るもの
であり、買い換えを行う民間事業者に直接に届く税制上のイン
センティブを与え、企業の新規投資意欲の促進に寄与するもの
である。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関

連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

該当なし 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

該当なし 

前回要望時 

の達成目標 
該当なし 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

該当なし 

これまでの 

要 望 経 緯 
該当なし 

 


